
 

（様式１－３） 

福島県（広野町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和元年１２月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 25 事業名 広野駅東側開発地区（第２期）内下水道整備事業 

 

事業番号 (1)-12-１ 

交付団体 広野町 事業実施主体（直接/間接） 広野町（直接） 

総交付対象事業費  （20,383千円） 

27,056千円 

全体事業費 （20,383千円） 

51,682千円  

帰還環境整備に関する目標 

広野町においては、広野駅東側に新たな市街地を形成し、原発事故からの復興を目指した復興ゾーンとし

て位置づけ、各種事業者や研究機関の誘致を進めるとともに、災害公営住宅の整備や分譲住宅等の整備を実

施し、避難住民の帰還の主たる受入れ先としてさらなる帰還の促進を進めている。 

このうち、産業団地として位置づけ整備を進めてきた第１期整備区域は現在、用地買収、造成工事を経

て、清水建設テナントビルの広野みらいオフィスが平成 28年 3月に完成したほか、災害公営住宅、ＩＴ関

連企業の誘致も進み２社が操業した。平成 29 年には医療施設（1 医院、１薬局）が完成し、同じく賃貸ア

パート（140戸）が完成した。平成 30年 10月には 7階建て 222室のビジネスホテルも完成し、令和元年 4

月からは、県立ふたば未来学園高校の寄宿舎も供用が開始された。さらに、広野町商工会館も新築され、着

実に復興の拠点としての機能が整いつつある。 

駅東開発地区の第２期整備区域は、第１期整備区域の北側に隣接しており、第１期区域内の賑わいとの相

乗効果が十分期待できる環境であり、当該地区に住宅地を整備することで、町外に避難している住民が帰町

する際の受け皿とする。 

現在、当該区域内に下水道が整備されていないことから、新たに整備する道路と併せ下水道管路の布設工

事を現在施工中である。 

今後は、住宅用地内に整備される区域内道路にも下水道を整備し、環境を早期に整え、原子力災害に起因

する全町避難からの帰還促進と町の再生加速化を図る。                                                                                                   

事業概要 

 広野駅東側のエリアにおいて、新たな住宅地を整備する上で必要なインフラ（下水道）を整備する。 

（参照）（「広野町復興計画（第二次）」の 9項「基本方針２ 災害に強い都市基盤と心のネットワークによ

る安全・安心なまちづくり」、11項「②復興ゾーンの土地利用」を参照） 

当面の事業概要 

＜平成 30年度＞ 

 下水道整備実施設計 ※申請済 

＜令和元年度＞ 

 下水道管布設工事（VUφ150 L=226.65ｍ A=2.82ha）※申請済 

下水道整備詳細設計 ※今回（第 27回）申請 

＜令和 2年度＞ 

 下水道管布設工事（VUφ1,200ｍｍ未満 L=550.0ｍ） 

地域の帰還環境整備との関係 

 町の復興拠点である広野駅東側開発で整備した第１期開発地区である産業団地には、オフィスビルや医

療機関、ＩＴ企業、集合住宅が立地おり、さらに 222 室のビジネスホテルや県立ふたば未来学園の学生寮

（寄宿舎）が建設されている。こうした賑わいとの相乗効果が期待できる住宅地を整備し、東日本大震災及

び原子力災害からの復興の拠点としての機能拡充を図るとともに、住民帰還の促進に繋げる。 



 

関連する事業の概要 

「広野町復興計画（第二次）」の 9項「基本方針３ 21世紀の世界を担う新たな産業創出による賑わいのあ

るまちづくり」を図るため、広野駅東側のエリアを東日本大震災及び原子力災害からの復興の拠点として位

置づけ、新たな産業団地を整備し、企業誘致を行い、雇用の場を創出し、町民帰還や地域の再生に結びつけ

る。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


